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vol.254
ばくがにくとぅ 黄金

言葉

今回は国頭郡大宜味村田嘉里で、地域素材を活用したチョコレート製造・販売、カカオ栽培
を行っている株式会社ローカルランドスケープの川合 径 代表取締役に、カカオ栽培、チョコレート
づくりを通した地域づくりへの取り組みや今後の展望などについてお話を伺ってまいりました。

株式会社ローカルランドスケープ
代表取締役　川 合　　径

ひとづくり 地域づくり カカオづくりひとづくり 地域づくり カカオづくり

地域の姿や見え方を持続可能なかたちで 
未来へつなげたい
沖縄やんばるの豊かな自然と文化を背景に、

2016年春に誕生したチョコレートブランド
「OKINAWA CACAO」は、来春で10周年を
迎えます。そのブランドを運営する会社名は

「ローカルランドスケープ」です。ローカルは
「地域」、ランドスケープは「景観」を意味しま
す。地域の姿や見え方を持続可能なかたちで未
来へつなげたい。その思いを込めて名付けま
した。

私自身は、大学を卒業した後、最初は半導体
の商社で営業をしていました。その後、人材育
成や起業家育成に携わり、新しく事業を始める
人々を支援する仕事を経験しました。そして、
現在の会社経営へ至るという、まったく異なる
道を歩んできました。

地域には数え切れないほどの魅力がある

私の根底にある課題意識は、持続可能な地域
づくりを実現したいという思いです。なぜな
ら、沖縄のやんばるや離島に限らず、日本の中
山間地域は「過疎」「限界集落」「消滅可能性」
といった厳しい言葉で語られることが多いから
です。しかし、実際には地域には数え切れない
ほどの魅力があります。豊かな自然、文化、そ
して食べ物を生み出す生産現場としての力。そ

うした価値があるにもかかわらず、衰退のイ
メージばかりが先行してしまうのです。このま
ま放置すれば、地域の衰退は人の流出につなが
り、やがて人がいなくなるという現実に直面し
ます。しかも、それは私たちの世代のうちに大
きく進んでしまう可能性があります。私が昔か
ら感じてきた地域の魅力や自然の豊かさ、文化
の素晴らしさは、このままでは子どもや孫の世
代に引き継ぐことができないのではないか。そ
の危機感を強く抱いてきました。だからこそ、
少しでも持続可能な形で、次の世代に地域の価
値を引き継ぐ世の中をつくりたい。その思い
が、私の原点となっています。

カカオとチョコレートを通じて地域の魅力を 
発信し、文化や自然を次世代へとつなぐ
私が取り組んでいる活動の根底には、環境問

題への関心と持続可能な循環型社会を築きたい
という思いがあります。大学では農学部に在籍
し、都市緑化や人が住む環境をどのように整え
るかに強い興味を持っていました。その経験
が、現在の活動の基盤となっています。日本は
農耕民族であり、文化は都市ではなく農村地域
から生まれてきました。お祭りや伝統行事、地
域の営みは、まさに日本や沖縄を形づくる柱だ
と考えています。しかし、人口減少によって地
域文化が廃れてしまうと、私たちのアイデン
ティティそのものが失われてしまうのではない
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か。その危機感を常に抱いています。人がいな
くなることで生じる課題をどう解決していく
か。そこにこそ、持続可能な地域づくりの使命
があると感じています。そのために、私は

「OKINAWA CACAO」というブランドを立
ち上げました。カカオとチョコレートを通じて
地域の魅力を発信し、文化や自然を次世代へと
つなぐ。単なる商品づくりではなく、地域づく
りそのものを目指しています。チョコレート
は、日本中、世界中、性別や年代を問わず多く
の人に肯定的に受け入れられる存在です。その
普遍的な魅力を入り口にすれば、地域の価値や
文化をより広く伝えることができるのではない
か。そう考えました。

地域の素材と人の営みを感じてもらえる 
場を育む
やんばるは非常に面白い地域です。沖縄本島

の４分の１ほどの広さを持ちながら、やんばる
３村の人口は１万人に満たないのです。自然は
豊かですが人は少なく、観光地としても大きく
発展しているわけではありません。地元の人々
も「何もない」と口にしますし、周囲からもそ
う見られています。しかし、私にとっては「豊
かな自然がある」ということこそが最大の魅力
です。その自然を背景に、素晴らしい生産者の
方々が素材を生み出しています。その素材の良
さは、まさに沖縄の魅力そのものだと感じてい
ます。私はその価値を、ものづくり、チョコ
レートづくりという形で表現し、外へ伝えてい
ます。

現在、大宜味村田嘉里という集落の真ん中
に、チョコレートの工房と店舗、そしてカフェ
を構えています。山から海まで広がる自然の中
で、お客様にお越しいただき、カフェスペース
でくつろいでいただくほか、チョコレートづく
りの体験も行っています。地域の素材と人の営
みを感じてもらえる場として、この拠点を育て
ています。

「製造」「栽培」「体験」の三本柱

私たちの事業は「製造」「栽培」「体験」とい
う三つの柱で成り立っています。その中でも最
も大きな柱がチョコレートの製造です。カカオ
豆から板チョコまで一貫して作り上げる「Bean 
to Bar」に取り組み、沖縄の素材を掛け合わせ
ることで“沖縄を楽しむチョコレート”を生み出
しています。例えば、カカオ70％チョコレート
では残りの30％の砂糖分を沖縄産のきび砂糖に
置き換えて、独自の沖縄産チョコレートが出来
上がります。さらに、ドライフルーツやハーブ
を組み合わせた板チョコなど、沖縄ならではの
ラインナップを展開しています。

製造において私たちが重視しているのは、生
産者から直接仕入れることです。サトウキビそ
のものを扱うのは難しいものの、果物やハー
ブ、泡盛などは農家や生産者から直接受け取
り、チョコレートへと加工しています。シー
クヮーサーや月桃といった素材の名前が商品に
冠されるのは、その背後に「この農家が育てた
果実」という物語があるからです。

仕入れから加工、販売までをできる限り自社
で一気通貫して行うことで、地域の背景をお客
様に伝える仕組みを築いています。
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二つ目の柱は沖縄でのカカオ栽培です。沖縄
は北緯26度に位置し、栽培適地とされる北緯20
度〜南緯20度の範囲から外れています。冬のや
んばるでは気温が10度以下まで下がることもあ
り、生育阻害のリスクもあります。それでも挑
戦を続けるのは、カカオがコーヒーと同じよう
に産地や品種によって味が変わり、地域ブラン
ドを形成できる可能性を秘めているからです。
沖縄で育てたカカオは、他の産地と競合するの
ではなく「沖縄でもカカオを作っている」とい
う新しい価値を生み出し、人々が地域に足を運
ぶきっかけとなります。

三つ目の柱は体験事業です。畑の見学や収穫
体験、さらにはカカオ豆からチョコレートを作
る工程を実際に体験できるプログラムを展開し
ています。「製造」「栽培」「体験」という三本
柱が揃うことで、ブランドの世界観を直接感じ
ていただける仕組みが整いました。

地方にいても世界とつながれる可能性を持つ
仕事
当社の社員は２名いるのですが、私と同じ移

住者です。地域づくりを考える上で、人が移住
し、地域に根を下ろすことは非常に重要です。
しかし、人が来るためには「住みやすさ」だけ
では不十分で、魅力的な仕事があるかどうかが
大きなポイントになります。観光業だけではな
く、キャリアを構築できる仕事があることが、
地域の持続可能性を支えるのです。ものづくり
は技術職であり、取り組めば取り組むほど技術
が磨かれ、質が高まり、作れるものの幅も広が
ります。つまり、技術力の向上がそのままキャ
リアの成長につながります。当社では、仕入れ

から販売までをスタッフ全員が担うため、原材
料の調達から商品開発、販売まで一貫して関わ
ることができます。地方にいながらも、幅広い
経験値を積み上げられる環境を整えているので
す。さらに、チョコレートは日本中・世界中の
人々に愛される商品です。性別や年代を問わず
多くのお客様が訪れ、その場で「おいしい」

「もっとこうしたらいい」といったフィード
バックをいただけます。大変ではありますが、
それこそが成長の機会であり、地方にいても世
界とつながれる可能性を持つ仕事だと考えてい
ます。チョコレートを通じて、社員のキャリア
形成と地域づくりの両立を目指します。

規模の拡大が地域に新しい活力をもたらす

私たちの事業は、地域づくりにつながる経済
循環を生み出すことを目的としています。その
根幹にあるのは「経済を回す」という考え方で
す。生産者から直接仕入れることで、仲介業者
を介さず現金をリアルタイムに届けることがで
き、地域に根ざした持続的な仕組みを築いてい
ます。仕入れが増えれば製造量も販売量も拡大
し、双方の売上が伸びて成長につながります。

現在のビジネスモデルは、生産者から仕入
れ、自社で製造し、自ら販売する三位一体の形
です。この形の輪を広げなければ、仕入れが止
まれば製造も止まり、販売が伸びなければ在庫
リスクが生じます。だからこそ、規模の拡大は
不可欠です。規模を広げることで生産者との関
わりは深まり、地域への責任やソーシャルイン
パクトも大きくなります。カカオ栽培の面積拡
大も同様で、製造量と売上を伸ばしながら循環
を回すことが重要です。沖縄を「チョコレート
の島」「カカオの産地」として認知させるため
には、一定の規模を持ち、存在感を高める必要
があります。担い手づくりも数人では不十分
で、二桁規模へ広げることで多様な人材が集ま
り、人が人を呼び込む循環が生まれます。こう
した広がりが地域に新しい活力をもたらし、未
来を形づくるのです。
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従業員の心身状況把握を
株式会社みらいおきなわ　調査役
儀間　康真

新しい交通拠点に期待
沖縄銀行　北谷支店長
仲里　篤

（2025年９月14日掲載）（2025年９月７日掲載）

北谷ゲートウェイ

皆さんは「北谷ゲートウェイ」という言葉を聞い
たことがありますか？ 沖縄観光での主な交通手段
はレンタカーですが、慢性的な交通渋滞に加え、観
光客による交通事故やマナー違反といった問題が顕
在化しています。
沖縄県は、北谷町を観光２次交通結節点「北谷
ゲートウェイ」と位置づけ、2024年７月～26年
３月まで実証事業を実施しています。那覇空港から
の直行バスや美浜エリア周遊バスの運行を通じ、観
光客の利便性向上を図っています。効果として「観
光客の移動利便性向上」に加え「安心利用できる公
共交通の利用促進」「観光拠点エリア間の周遊性拡
大と観光消費額の増加」「空港周辺の渋滞緩和」な
どが挙げられます。
美浜エリアのホテル宿泊者への調査によるとレン
タカー利用者は76.8％から58.4％へ約18％減少
しており、路線バス利用者は12.9％から26.5％と
約14％増加しました。公共交通への一定の利用転
換が確認されています。
また、北谷ゲートウェイ利用者の約57％が「利
便性向上等でアメリカンビレッジエリアでの滞在満
足度が向上した」と回答し、約35％が「アメリカ
ンビレッジへの来訪意欲が高まった」と答えていま
す。移動手段や観光プランの変化が確認できてい
ます。
北谷ゲートウェイを利用しなかった観光客には

「知っていれば使いたかった」との声もあり、周知
強化が課題です。お知り合いが沖縄を訪れる際には
利用を勧めてみてはいかがでしょうか。

「静かな退職」から
考える健康経営

従業員が最低限の業務のみをこなし、会社との積
極的関与を避ける「静かな退職」という言葉を耳に
する機会が多くなっています。単なるモチベーショ
ンの低下ではなく、職場環境や働き方への“静かな
抗議”と捉えられることもあります。背景には過重
労働、正当な評価の欠如、将来への不安などがあ
り、心身の健康状態が深く関係します。
こうした課題に企業が取り組むべき施策が「健康
経営」です。従業員のウェルビーイング（心身の健
康と幸福）を重視して戦略的に支援し、エンゲージ
メント（職場と従業員の関係性）の向上や離職の防
止につなげます。第一歩として、健康診断やストレ
スチェックの実施で従業員の“身体の健康”と“心の
健康”を把握することが重要です。
労働安全衛生法で事業者には健康診断の実施が義
務付けられています。2025年５月公布の法改正で、
従業員50人未満の事業場でもストレスチェックの
義務化が決まり（公布後３年以内に政令で定める日
に施行）、全国的に健康経営に取り組む企業が増加
し、関心が高まっています。
沖縄県においても2025年６月時点で、うちなー
健康宣言を行った事業者は2,060社（うち健康経営
優良法人認定社数122社）に達し、21年度と比較
して５倍以上の増加です。
健康経営の取り組みは、企業の持続可能性を高め
る投資であり、公的支援やデジタルツールなど外
部リソースの活用も効果的です。まず最初の一歩
から、職場のウェルビーイングを見直してみませ
んか。



19おきぎん調査月報　2025. 12

「あるべき姿」常に意識
沖縄銀行リスク管理部法務グループ主任
羽地　優介

国際的な相互運用性向上
沖縄銀行　証券国際部　上席調査役
前泊　親志

（2025年９月28日掲載）（2025年９月21日掲載）

※琉球新報に掲載

「ISO 20022」移行
とマネロン対策 コンプライアンス

企業活動で「コンプライアンス違反」という言葉
を耳にする機会が増えています。法令や社内規程な
どのルールを逸脱する行為を指し、発覚すれば企業
の信用は大きく損なわれ、事業継続が困難になるリ
スクが高まります。実際、2024年にはコンプライ
アンス違反が判明し、その後倒産した企業が388
件にのぼり、２年連続で過去最多を記録しました。
コンプライアンスの重要性が一層高まっていること
がうかがえます。
単なる法令遵守にとどまらず「社会常識や道徳、

『企業はこのようなことをしてはいけないだろう』
という世論の期待に反しない行動」が求められる
ようになっています。例えば、SNSでの不適切な
宣伝や社内の風通しの悪さが指摘されると、炎上を
招き、企業活動に深刻な影響を及ぼすこともあり
ます。
どのように対応すべきでしょうか。一つの有効な
考え方として「プリンシプル・ベース（原則準拠）」
が挙げられます。法令や社内規程の遵守を基本とし
つつ、ルール解釈や判断に迷う場面では「本来どう
あるべきか」を考え、最善の判断を下すという姿勢
です。
「ルールがなければ何をしてもよい」という安易
な考えは、かえってコンプライアンス違反を招く可
能性があります。今の時代に求められるのは「法令
遵守」から一歩進め「企業としてのあるべき姿」を
常に意識することです。これこそが、企業のコンプ
ライアンス態勢をより強固なものにするヒントにな
るでしょう。

2023年３月から25年11月にかけ、外国送金の
データフォーマットが1970年代に使用開始された
「MT形式」から「MX形式」に移行する国際標準規
格ISO20022への対応が進められています。新規
格は送金情報の透明性と精度を向上させ、マネーロ
ンダリング対策（AML）強化を目的としています。
MT形式では入力形式が一括で、情報の精度や透
明性に課題がありました。ISO20022は、送金人
や受取人の氏名、住所、国名などを詳細かつ明確に
記載できる仕組みが整備され、金融機関間の情報
伝達が効率化され、国際的な相互運用性も向上し
ます。
AMLの観点からは送金情報の構造化で不審取引
の検知能力が向上します。誤検知が減少し、業務負
担の軽減だけでなく、金融機関が所管行政庁へ提出
する「疑わしい取引の届出」の精度向上にも繋がる
ことで、金融犯罪防止の効果が期待されています。
新規格への移行にはお客さまの協力が不可欠で
す。送金情報の正確な入力が従来以上に求められ
るほか、MX形式への理解も必要です。企業ではシ
ステム改修や業務フローの見直しが求められます。
AMLチェックの強化で送金手続きが厳格化される
ため、その対応についても理解を深める必要があり
ます。
移行で一時的な混乱の可能性もありますが、情報
を整理し、早めの準備が重要です。国際送金の基盤
を強化し、効率性と信頼性を高める重要な取り組み
です。正確な対応を心掛け、メリットを最大限に享
受しましょう。




